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市民・会員の皆様へ 

令和６年度重点目標に関する考察 

１ ボランティアセンター機能の充実 
 ボランティアセンター機能の充実を図るということは、社協活動が

原点回帰することと同義である。「原点回帰」とは、文字通り、物事の

出発点や基本に立ち返ること、初心に帰ることを意味する。迷いや混

乱が生じた時に、最初から抱いていた目的や価値観に立ち返り、改め

て考え直すことで、状況を改善したり、より良い方向に進むためのヒ

ントを見つけたりするためだ。 

 今、三浦市が抱える最大の課題は少子高齢化による人口減少にある

わけだが、この問題を解決するのはそう簡単なことではない。もとよ

りそれは、日本社会全体が抱えるものであり、三浦市という基礎自治

体が単体で解決できるものでもない。 

 しかし、過度に進む少子高齢化は、地域福祉のあり様を大きく変容

させることもまた事実である。 

 一般的に、ボランティア活動における課題は、人材不足、高齢化、

資金不足、活動の長期化によるマンネリ化といったことが掲げられる

わけだが、人口減少は、人材不足、高齢化といった課題に大きく拍車

をかけることになる。 

 地方自治法第 8 条によると、普通地方公共団体が「市」となる要件

に、人口 5 万人以上とする規定がある。ところが、2025（令和 7）年 3

月 1日現在の総人口は 39,259人と４万人を割り込み、2040（令和 22）

年には、3 万人前後まで減少することが見込まれている。また、2040

年には 65 歳以上の高齢者が人口の約 53%を占めるとの予測もあり、こ

れにより、医療・福祉サービスの需要増加や、公共交通機関の維持、

上下水道などのインフラコストの増大が懸念されている。一部では、

30 年後には上下水道料金が 3 倍になるとの試算もある 。 

 事程左様に、三浦市が基礎自治体としての維持すら危ぶまれるなか

で、ボランティアセンター機能の充実を掲げた理由は、ボランティア

活動の促進がすなわち地域住民の健康寿命を引き延ばすことに繋がる

と考えたからである。ここ数年のボランティアセンターの主要事業は

未病サロンの設置やフレイルチェック、老人クラブ連合会の運営補助

などに集約される傾向を強めているが、市民の健康増進に力点を置く

当法人が実施運営する事業と連携を深めることとはむしろ望ましいこ

とであるし、老年人口比率が４０％を超えた状況に鑑みると、これら

一連の活動が生き甲斐の創出や社会への帰属意識の醸成、これらが結

果的に地域社会に貢献するという意味において有益であることはいう

までもない。 

 社会一般には、災害時において地域住民の生活を第一にボランティ

アコーディネーションを実施できることが、社会福祉協議会が運営す

るボランティアセンターの特徴だと思われているに違いないが、しか

し、実際は、それを担えるだけの体力がボランティア（地域住民）の

側にはないのも事実である。それでも、日常生活における“ささやか

な行為”に寄り添うことはできるはずだ。 

一方で、現実の地域社会においては、高齢者や障害者、児童に対す
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る虐待、独居高齢者や社会的弱者の社会からの孤立、権利擁護や身元

保証、地縁型組織の脆弱化など単純な福祉サービスでは解決しがたい

課題が山積している有様で、現場の職員は右往左往しているというの

が実情である。 

いや、しかし、だからこそ。ボランティアセンターの機能を充実さ

せることによって、今こそ“我がこと丸ごと”の精神で三浦市なりの

福祉文化を醸成させるべきときなのではないだろうか。地域社会にお

いて個別のニーズにきめ細やかに対応するためには、当事者を中心に

地域住民の参加を得ながらより小さな単位での支えあいの仕組みが求

められると考えるからだ。 

事実、令和 6 年度はボランティアセンターの地域踏査の取り組みに

よって新たに地域サロンが増設され、また、同センターの活動を通し

て「お助け隊」なる自助グループが誕生している。介護保険の対象と

はならない「通院送迎」や「買い物代行」といった“ちょっとした”

支援をするのが目的である。こうした先駆的とまでは言わないまでも

開発的な活動が制度の隙間を埋めることによって、的確にニーズは解

消され、また、こうした行為そのものが、社会情勢によって日々変容

するニーズを漏れなく把握する機会にもなる。 

 もう一つ令和６年度における数字などで可視化することのできない

成果について言及しておく。 

 それは、先にも述べたようなささやかではあるが新たな活動が、俄

然三浦市社会福祉協議会を“元気にしてくれる”という事実である。

新たな活動や新たなグループが誕生するということは、当法人にとっ

て、枯れかけた田畑に水路を引き直して、また水が流れ出すようなも

のである。住民活動とは社協にとって血であり肉なのである。新たな

協働のパートナーが生まれるということはそういうことである。そん

なことを再認識させてくれる１年間であった。 

 とはいえ、課題がないわけではない。 
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 前頁右下段の図は、ボランティア活動と最も関係の深い法人内の2つ

のセクションとボランティア活動との関係性を図示したものである。

ボランティアセンターに関しては、福祉的な領域に限らず全てのボラ

ンティア活動に関与しなければならないが、地域包括支援センターな

どは逆に福祉的な活動との協働で事足りる。しかしながら、現在地域

包括支援センターがかかる個別支援において、ボランティアと密に連

携しているという話は寡聞にして聞かない。毎度のように言及してい

るが、予防のプランに忙殺されているのが現状だ。それでも当法人で

は、ボランティアセンターの担当職員が地域包括支援センターの生活

支援コーディネーターを兼務する措置を講じているので、未病サロン

などとの関与は一定程度保たれている。この関与の密度をいかに深め

ていくかが今後の課題となろう。 

 前述のとおり、三浦市におけるボラン

ティア活動とは、不可避な高齢化社会に

おける持続可能な社会の形成にある。

SDGs と言えば聞こえはいいが、要は延

命である。しかし、この延命には一つの

決心が宿っている。趨勢に抗うのではな

くこれを受け入れ、もはや高齢者だけと

なった町にあって、それでもこの町で生

き抜くという決意である。そのためには、ボランティア活動を市民生

活とのかかわりの中で総合化させなければならない。「ボランティア活

動の総合化」とは、多様な分野・組織・人材・情報を有機的につなぎ、

地域や社会全体で一体的・効果的にボランティア活動を推進していく

ことを意味する。有り体に言えば、「バラバラな活動をつなげて、全体

として機能」させようという試みに他ならない。その根幹こそがボラ

ンティアセンターのコーディネーションなのである。 

 一方で、ボランティアセンターにも自ずと限界がある。ボランティ

センターがボランティア活動を面として広げたとしても、その質を深

めていかなければ、一過性の表層的な活動に終わってしまう可能性を

否定できないからである。  

 幸い社会福祉協議会が運営するボランティアセンターの場合、法人

内に地域包括支援センターなど協働すべき事業体があることから、こ

れらとの連携でボランティア活動をより立体的に機能させることが可

能となる。これは一例であるが、ボランティアセンターが地域踏査な

どを通じて地域サロンや先の「お助け隊」のような組織をつくったと

する。その際肝心なのは、そうした行為にタイミングよく活動の「場」

を与えていくことである。鉄は熱いうちに打たなければならないから
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だ。そこで期待されるのが地域包括支援センターなどのマネジメント

業務を担うセクションである。オフィシャルなサービスでは埋めるこ

とのできないニーズをインフォーマルサービスが補うことによって支

援の幅が広がるだけでなく、実はボランティア活動そのものが深化す

るのである。ボランティアセンターが誘導する形式的な住民参加から、 

フォーマルなサービスとインフォーマルなサービスがパートナーシッ

プに基づく「住民の力が生かされる住民参加」の活動へと変貌する契

機となるからである。 

 

２ 住民活動促進支援 

それでは具体個別的に、ボランティアセンター機能の充実によって、

住民活動がいかにして進展してきたかを検証する。 

 

（１）地域踏査 

ボランティセンターでは「上宮田第１区」において約２年にわたり

地域踏査を実施してきた。この間、当該地域に新たにサロンが組織さ

れたのは、前述のとおりである。地域の生活課題に携わるボランティ

アを養成するには、実はこの方法が一番理に適っているのかもしれな

い。 

 ここでいう地域踏査とは、地域における福祉の課題や資源、住民の

生活実態などを実地で調査し、地域福祉の推進に資する情報を収集・

分析する活動をさす。その意義は多岐にわたるわけだが、主に以下の

点が挙げられる。 

 

①住民のニーズの把握＝現場に足を運び、直接住民と接することで、統

計やアンケートだけでは把握しきれない生活上の困難や支援の必要

性を具体的に知ることができます。 

②地域資源の発見と活用＝地域踏査を通じて、既存の福祉サービスや地

域活動、住民による支え合いの仕組みなど、地域内にある「活かせ

る資源」を把握し、それを福祉施策に組み込むことができる。 

③地域課題の可視化と共有＝踏査により得られた情報を整理・分析し、

地域内外の関係者と共有することで、課題への共通認識を形成し、

連携した取り組みへとつなげることが可能になる。 

④地域福祉活動計画の基礎資料＝地域踏査の結果は、地域福祉計画や

生活支援体制整備事業などの立案・実行において、現実に即した実

効性の高い方針策定に役立つ。 

⑤住民参加と主体性の促進＝住民や関係団体と協働で踏査をおこなうこ

とにより、住民自身が地域の課題を「自分ごと」として捉え、主体

的に福祉活動へ参加するきっかけとなる。 

 

 我々は、特にこの⑤の意義やその機能に三浦市におけるボランティ

ア活動の未来を見ている。少子高齢化、デジタル化、社会的孤立の増

加など、時代の変化に大きく左右されるボランティア活動にあって、

当該地域の住民がこれに参加するということは、これを主導する担当

者の労苦と比例するがごとく、最も体験的であり普遍的だからである。

得てして住民活動というものは、理解が先に立って参加するというも
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のではなく、参加してこそ理解が深まるものなのである。「上宮田第１

区」における地域踏査とこれに基づき鋭意おこなわれている「地域診

断」の結果がその証左となるだろう。 

 

（２）自治会活動と未病サロン 

 目下の自治会活動の大きな課題は、担い手不足や高齢化にあると言

わざるを得ない。役員の高齢化によって、活動の継続が困難になって

いる地域もあるからだ。若手人材の確保や後継者育成が課題ではある

が、もちろん有効な打開策はない。むしろ、若い世代を中心に自治会

に加入しない家庭が増えているとも聞く。とりわけ転入者を中心に、

地域との関わりを避ける傾向が強いという。プライバシー意識の変化

も無縁ではない。「地域のつながり＝個人情報の共有」とも受け取られ

がちで、個人情報保護やプライバシーに配慮した運営が強く求められ

る。また、共働き世帯の増加による時間的制約もこれを助長している

ものと推察される。平日・休日問わず忙しい世帯が多く、会合や清掃

活動への参加が難しくなっていからだ。必然的に諸種の活動は、マン

ネリ化し、行事や会合も定型化、新しい試みは忌避され、参加者の関

心が薄れるという悪循環に陥るというわけである。 

 一方で、農漁村的な互助関係が強い三浦市だからこそのメリットも

ある。一つが、顔の見える関係性が強く、住民同士の信頼関係が築き

やすいという点である。地域の実情に応じた活動が可能だというのも

大きな利点であろう。空き家、農地、伝統行事など、都市にはない資

源を活かせることも特筆に値する。事実、地域踏査によって「お祭り」

が地域のつながりに

一役買っていること

も各方面からの証言

によって明らかにな

っている。 

 とはいえ、やはり

地縁組織の弱体化に

は厳しい現状がある

ことも事実だ。 

 そこでボランティ

アセンターや地域包括支援センターに連なる生活支援コーディネータ

ーは、2 つの視点から自治会活動にアプローチを続けている。一つは、

自治会を単なる「組織」ではなく、「地域福祉の拠点」として再定義し

ようではないか―ということ。もう一つは、住民一人ひとりが「支え

手」であり「受け手」となる双方向の仕組みを築くということの 2点で

ある。 

 その具体的な取り組みの一つが未病（地域）サロンである。 

 未病サロンには①孤立防止とつながりの創出②住民主体の地域づく

り③健康増進・予防の役割④地域情報のハブとしての役割も期待され

ることから、この試みには打って付けなのである。 

 そのサロンの数も順調な伸びを示し、前年度比 2 か所増の 27 か所で

定期開催されている。中には、担当職員の手を離れて完全に自主運営

するサロンもある。こうなれば、地域情報のハブとして、当法人と協

地域（未病）サロンの様子 
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働する重要なパートナーともなり得る。 

 

（３）老人クラブ 

 「老人クラブ連合会に将来的な展望を期待できるのか？」という問

いに、少子高齢化、地域社会の変化、若年層との関わり方などから、

いくつかの視点に基づいて整理してみる。 

まずは課題から。 

なんといっても会員の高齢化・減少について言及しないわけにはい

かない。既存の会員が高齢化し、新規会員の確保が困難になっている

現状を直視しなければならないだろう。特に団塊世代以降の参加意欲

は低下傾向にあり、クラブの存続自体が危ぶまれている地域もある。

原因の多くは「老人」という言葉が持つネガティブなイメージと活動

のマンネリ化・硬直化といった、伝統的な活動とニーズが齟齬をきた

し、魅力を感じにくくなっていることや、新しい試みに柔軟に対応す

る姿勢の欠如が根底にあると考えられている。 

 また、デジタル対応の遅れ、つまり、情報発信や会員管理、他団体

との連携においてデジタル化の波に乗り切れていない部分が足かせに

なっている可能性もある。 

一方で、ボランティアセンターや地域包括支援センターでのこれま

での活動が、萌芽期を迎えたとの見方もある。 

介護予防インストラクターの要請やフレイルチェックは、健康寿命

の延伸に伴う活動意欲の高まりを喚起し、地域コミュニティの再構築

に一役買っている。孤立や認知症予防の観点からも、老人クラブは高

齢者の居場所として重要となってくるであろう。行政や福祉団体との

連携が進めば、地域づくりの中心として再評価される可能性もある。

まだ、特筆すべき事例はないが、多世代交流の場としての進化するこ

とができれば、保育園や学生などと連携した活動を取り入れることで、

世代間の橋渡し役となれるかも知れない。“老人パワーで子育て支援”

などという夢想も、単なる夢物語ではなくなる。体力的に一人では無

理だったとしても、数人がチームとなれば、子ども一人くらいの面倒

はみられるかもしれない。喜ぶべきことではないが、三浦市には子ど

もが少ない。この傾向は今後さらに進むであろう。しかし裏を返せば

それは、一人当たりの子どもに手厚く支援をすることができる―とい

うことでもある。 

そ の た め に

も、デジタル講

座（スマホの使

い方、SNS、安全

なネット利用）

や地域の歴史や

文化を学ぶ「未

病ウォーク（ま

ち歩き講座）」の

さらなる充実、

健康体操・ヨガなど体を動かす軽スポーツといった趣味・教養を軸に

した新企画によって、会員の増強を図らねばならない。その際は、柔

軽スポーツを楽しむ老人クラブのメンバー 
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軟な参加スタイルを許容すべく、「週 1回 1時間だけ」「年に数回の行事

参加のみ」などといったライト会員制度も併せて創設する必要がある。 

当法人としてはこれまで同様、社会貢献型活動への参加を目途に地

域福祉とリンクする活動、独居高齢者の見守り活動（軽度な安否確

認など）や「地域の縁側」的役割として、公民館や集会所を利用し

たオープンカフェや未病サロンの設置を進めていきたい考えである。 

事実、こうした活動が奏功し、当初 5 チームにまで減っていた友

愛チームを 9 チームにまで増やすことに成功している。これは大き

な成果だといっていいだろう。 

一方で、次年度に向けては、「60 代前半」へのアプローチを念頭

に、退職直後世代（60 代前半）に向けた「セカンドライフ応援講座」

の開催や地域で活躍していた人（元教員、企業経験者など）を講師

として迎えることで関心を引く「動機付け（モチベーション）」講

座の開催についても検討すべきだと考えている。 

 

（４）第２層協議体の取り組みの充実 

「地域包括ケアシステム」における協議体（地域ケア会議等）の課

題は、多くの自治体で共通する構造的な課題だと言っても差し支えな

い。 

残念ながら、三浦市の１層協議体も完全に形骸化している。メンバ

ー構成の不備に加え、関係機関・職種の連携は形式的なものになり、

実質的な意見交換や協働体制は構築できていない。特に医師や医療機

関の参加は限定的で、支援方針の合意形成すら困難な状況にある。ま

た、参加者の固定化によるモチベーションの低下も顕著で、会議はマ

ンネリ化、多忙な業務の合間を縫っての参加は、積極性や創造的な意

見を封殺する傾向にある。そして何よりも、地域住民との接続に大き

な欠陥を有する。メンバー構成を専門家に限ったことから、専門職中

心の議論に偏り、地域住民の声が反映されにくくなっていることから、

民主体のまちづくりと行政・専門職側の取り組みに大きな乖離が生ま

れている。自ずと、会議の目

的・成果が不明確になり、単

なる情報共有や事務連絡の場

と化し、いわゆる課題解決に

結びつかないばかりか、会議

の結果が現場に還元されず、

「やって終わり」というのが

実情である。もちろん、地域

課題を可視化するためのデー

タ収集・分析が不十分で、客

観的根拠に基づいた議論を進

めることもできない。 

今、三浦市では、生活支援コーディネーターやさわやか福祉財団の

アドバイスもあって、２層協議体の組織化に尽力している。２層協議

体は、地域住民のリアルなニーズや課題、またその解決に向けた実践

力が集う「現場」である。その知見やエネルギーを 1層協議体に還元・

連結させることで、1 層協議体における議論や政策決定の質が高まり、

1層協議体

地域包括ケアシス

テムの構築方針や

施策の検討

２層協議体

具体的な課題と住

民ニーズに基づく

連携・取り組み
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地域包括ケアシステム全体の活性化が期待される―という意図からで

ある。2 層での先進的な取り組み（たとえば地域住民との協働、見守り

体制の構築など）を 1層で共有。これを他地域への展開や制度設計に反

映させようというわけだ。 

しかしながら、まだまだ道半ばである。令和６年度は、初声地区に

２層協議体を整備することはできたので、体制上は三崎、南下浦、初

声の各地域に２層協議体が存在することになる。とはいえ、先行の２

層協議体ですら前述の機能を付帯させるには至っていない。その道の

りは険しく長い。 

 ともあれ、生活支援コーディネーターの活動を組織的に補完する協

議体の役割は今後益々重要となってくるだろう。生活支援コーディネ

ーターは、「現場」で地域の担い手とつながり、生活支援サービスの開

発・調整をおこなっているところであるが、ともすると、その活動は

生活支援コーディネーター個人に依存しがちである。協議体が支援体

制（情報共有、調整機能、助言者など）を整えることで、生活支援コ

ーディネーターの活動が持続的・安定的になるのである。 

 

３ 法人内決裁の電子化を進める 

 電子決裁には、①業務効率の向上（書類の物理的な移動や押印が不

要。承認スピードが向上し、業務全体が迅速化。）、②ペーパーレス化

の推進（紙・印刷・保管コストの削減。環境負荷の低減にも貢献。）、

③在宅・テレワークへの対応（インターネット接続があればどこでも

承認作業が可能。コロナ禍以降の働き方改革とも親和性が高い。）、④

証跡管理がしやすい（承認履歴・変更記録が自動で残る。ガバナンス

や監査対応がしやすくなる。⑤業務の標準化（ワークフローが統一さ

れることで属人化が防止される。）といった大きなメリットがある。 

 一方で、初期費用やこれを使いこなすための職員研修などシステム

導入には、大きな負担がともなうこともまた事実である。特に当法人

のような零細企業にとってそのハードルは高い。職員の ICTリテラシー

の差異にも懸念が残る。特に高齢職員やパソコン操作に不慣れな者へ

のサポートは必須となるし、使いこなせなければ逆に業務が滞ること

もあり得る。堅牢なセキュリティ対策も求められることであろう。 

 押印文化・慣習との衝突も考えられる。法的に印鑑を求める場面が

残っている分野では、完全なデジタル移行も難しい。組織文化の変革

も必要になってくるというわけだ。 

 とはいえ、政府主導での「デジタル庁」やマイナンバー連携による

電子申請・電子決裁の推進の動きを俯瞰すると、手を拱いているわけ

にはいかない。今後、文書内容の自動分類や、承認ルートの自動設計

など、AI で効率化が進むことは十分に考えられる。そうすれば、スマ

ートフォンやタブレットでの決裁を容認にすることで、外出中でも承

認作業が可能になるはずだ。ともあれ、BtoG（企業→行政）手続きも

電子決裁で完結する未来はそこまできている。引き続き情報を収集し、

環境を注視しながら、導入の時期を見計らっていきたい。 

 

４ 安心館の老朽化に備え、移転計画を進める 

 当法人の安心館であるが、神奈川県から譲渡を受けて、22 年が経過
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した。経年による設備の老朽化は著しく、電気系統や給排水設備に加

え、ガス給湯器、エレベーターなど大規模な修繕を伴う設備更新の必

要に迫られている。 

 他方、施設の再生産を取り巻く環境は年々厳しさを増している。資

材の高騰などがそれだ。建設業界ではここ数年、かつて経験したこと

のない価格高騰に見舞われている。世界的な原材料や原油価格の高止

まり、円安による輸入建材価格の高騰、土木作業員の賃金上昇などそ

の理由は縷々考えられる。これに比して、施設整備における補助金制

度は皆無に等しく、いかにして当該財源を捻出するかは、当法人のみ

ならず、社会福祉法人共通の悩みとなっている。 

 また、一度に多額の資金を準備するとなると、財務バランスを大き

く変容させることにつながるので注意が必要だ。 

 当法人では一時期、この安心館のある土地を売却し、その売却益で

移転する計画を模索していた。しかしながら、前述のとおり建設費の

増大により、移転（新規建設）というスキームが成立し得ない現状を

突き付けられることになった。 

そこで、これまでの方針を大転換し、安心館をリフォームして使い

続けるという新たな方針に舵を切ることにした。このことは、来年度

予算にも反映している。 

 

５ 総合相談の充実 

 当法人の総合相談事業において、令和６年度は特に①生活困窮者自

立支援法事業と②成年後見制度の中核機関事業の充実を掲げた。 

 生活困窮者自立支援法事業に関しては、これまでも制度に対する認

知度の低さが課題として掲げられてきたわけだが、依然として支援を

必要としている人たち自身が、制度の存在を知らないケースは多く、

「生活保護ほどではないが困っている」層への周知の不足が問題視さ

れている。仮に知っていたとしても、利用までのハードルは高く、「相

談に行くのが恥ずかしい」「断られるのではないか」という心理的抵抗

が足枷となっているのかもしれない。一方で、この事業を生活福祉資

金の延長線上にある貸付事業と勘違いしている利用者も多い。また、

支援内容が就労支援に偏りがちで、医療的・心理的・社会的支援との

連携が不十分だとの指摘もある。債務整理や住まい支援など、複雑な

課題への対応が求められる場合もあり、限られた社会資源を有効活用

するための方策も求められている。また、一定期間の支援後、改善が

見られない場合、支援が終了してしまうことも制度上の陥穽として認

識されるようになってきた。本人の状況によっては「短期的な自立」

は難しく、長期的な伴走支援が必要となることはいうまでもない。 

 「生活保護は受けたくないが困っている」層にとっては、この制度

が頼みの綱であることはいうまでもない。しかしながら、支援が十分

でなければ、結果的に生活保護に至るケースは多い。支援の終了が生

活保護の受給というのでは、あまりにも無策ではないか。 

さて、もう一方の成年後見制度の中核機関事業である。 

超高齢社会を迎える中で、認知症や知的障害等により判断能力が不

十分な人々を支援する制度として、成年後見制度の重要性が増してい

る。その中で、地域における成年後見制度の中核的役割を担う「成年
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後見中核機関」への期待も高まっている。 

 しかしながら、財政力や人材に余裕のある自治体は積極的に中核機

関の設置・運営ができる一方で、そうでない自治体では制度が形骸化

する傾向がある。結果として、地域による支援体制のばらつき（「地域

格差」）が生まれているのが現状だ。また、中核機関の位置づけの曖昧

さも議論の対象とすべきである。三浦市のように中核機関の運営主体

が社会福祉協議会に委ねられているケースが多く、制度設計上「自治

体事業」としての明確な枠組みがないまま、委託に頼る形で運営され

ている。 

自治体の責任者が「委託しておけばよい」ということでは、主体的

な関与が薄れる懸念もある。 

 三浦市には成年後見利用促進計画もないので、長期的な見通しも不

透明だ。成年後見制度の利用促進は、権利擁護の基盤づくりであり、

地域社会の包摂性の指標でもある。自治体が策定する成年後見利用促

進計画は、制度の利用促進にとどまらず、地域包括ケアや共生社会の

実現のための重要な政策的柱であることから、今後は、実効性のある

計画策定とともに、地域の関係機関との協働を通じた実施体制の構築

が求められることはいうまでもない。 

 以上、２つの重点事業の課題を整理するうえで、総合相談の意義を

考えてみる。言わずもがな、総合相談は、生活に困りごとを抱える者

に対して、福祉・医療・法律・就労など多領域にまたがる支援をコー

ディネートする機能を持っているわけだが、生活困窮者を例にとるま

でもなく、多様で複合的な課題（例：住居、就労、家族関係、借金）

を抱えるケースは多く、一つの制度ではカバーしきれるものではない。

総合相談が、そのハブ機能を担うことで、生活困窮者の課題に対して

適切な制度への橋渡しが可能となるのではないだろうか。実際に、初

期の相談段階で困窮の兆しを捉え、自立支援事業につなげることは極

めて重要である。総合相談を通じて早期発見・適切な制度利用が促さ

れ、生活困窮者自立支援事業の実効性も高まるというわけである。成

年後見中核機関事業も同様である。弁護士、司法書士といった専門職

との連携なくして制度の利用促進にはつながらないだろう。複合的な

支援への連携ハブとして①経済的困窮（生活保護、年金管理）②医

療・介護の調整③虐待や権利侵害のリスク④孤立・家族関係の困難と

いった課題に取り組まなければならないからだ。 

 総合相談はこれらの課題を把握し、成年後見制度だけでなく、福祉

サービスや医療、地域支援と包括的にコーディネートする役割を果た

さなければならない。総合相談が中核機関事業の一翼を担うことで、

本人の権利擁護を軸にしながら、「地域で安心して暮らす支援」をめざ

してこそ、総合相談の「総合」の意義は深まる。 

 これらを整理すると下表のとおりとなる。 

 この２つの事業は、総合相談の中でもとりわけ権利擁護事業との結 

節性が強く、その関係性は下表のとおり整理することができる。 

項目 内容

生活困窮
日常生活の継続が困難な状態。就労、金銭、住まい、社会的孤立などの問題
が含まれる。

成年後見
判断能力が不十分な人を法的に支援する制度。財産管理や契約支援を行
う。

総合相談の役割
両者の関係を見極め、必要に応じて複数の制度や支援機関をつなぐハブ機能
を担う。
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また、権利擁護の視点から「生活困窮者自立支援事業」と「成年後

見中核機関事業」のあり方を見直すこともできる。「権利擁護」とは、

文字どおり、個人の尊厳・意思・生活を守るために、その権利を侵害

されないようにすること、および侵害された際に回復を図ることであ

る。 

生活困窮者や成年後見制度を必要とする者の中には、支援制度への

アクセスが困難な者もおり、制度利用そのものが「権利」として保障

されていない状況もある。また、住居喪失、DV、孤立、心身の不調な

どが重なる中で、いたずらに「自己責任論」ばかりがクローズアップ

される現状も見逃せない。 

それでは、これら２つの事業を停滞させる要因とは一体何なのだろ

う？ 

我々はこの課題に対して一つの“答え”を用意している。  

それは、相談支援事業の延長線上にあるべき“社会資源の枯渇”で

ある。 

緊急避難の「安全な受け皿（シェルター）」としての機能などは、そ

の最たるものである。当該者の多くは、逃げる先・助けを求める手段

がなく、危険な状況下での生活を継続せざるを得ない場合が多い。緊

急避難シェルターは、危機下にある当該者の「命と安全を守る場」と

して不可欠なのである。また、シェルターは一時的な避難場所にとど

まらず、緊急対応とその後の支援への「中継点」としての役割も果た

すことにある。具体的には、①医療・カウンセリング②法的支援（保

護命令、離婚・親権手続き等）③生活再建支援（住居・就労・経済支

援）④成年後見・福祉サービスの導入などがそれである。 

 先程来言及している住居の問題からも目を背けるわけにはいかない。 

「生活困窮者自立支援事業」と「成年後見中核機関事業」を解決力の

伴う実効性の高い相談支援へと押し上げるためには、実質的な支援ツ

ールを持っていなければならない。「身元保証不要高齢者シェアハウス」

などは、超高齢社会における住まいの課題と人権保障を同時に解決す

る、新たな地域福祉のかたちとして優位性を発揮するのではないだろ

か。令和 7年度予算でも事業計画化されている「終活支援事業」と相互

補完的に機能するようになれば、会員制サブスクリプション・サービ

ス（住まい＋終活支援）のビジネスモデルともなるだろう。 

なお、各事業に関しては、令和６年度事業報告書に詳述している。

是非ともご参照いただきたい。最後に会員各位、関係機関・団体の協

力に衷心より感謝申し上げたい。 

 
令和７年 5 月 

社会福祉法人三浦市社会福祉協議会 

会 長   杉 山  実 

事業名 主な対象 支援内容 権利擁護との関係

生活困窮者自立支援事業 経済的・社会的困窮者
就労支援、住宅支援、家計
改善支援など

社会的排除の防止、適切な
制度利用による自立支援

成年後見中核機関事業 判断能力が低下した人
後見制度の活用支援、市民
後見人の育成等

判断能力低下に伴う権利侵
害の予防・救済

権利擁護事業（広義） 社会的弱者全般
権利侵害の防止、意思決定
支援、虐待防止等

上記2事業を含む包括的な
支援
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法人全体事業活動計算書総括表 （単位：円）

サービス
活動

収益計
(1)

サービス
活動

費用計
(2)

サービス
活動増減

差額
(3)=(1)-(2)

サービス
活動外
収益計

(4)

サービス
活動外
費用計

(5)

サービス
活動外

増減差額
(6)=(4)-(5)

特別収益計
(8)

特別費用計
(9)

特別増減
差額

(10)=(8)-(9)

社会福祉事業 528,694,677 488,004,728 40,689,949 2,774,904 568,573 2,206,331 42,896,280 6,677,000 3,879,002 2,797,998 45,694,278 93,225,665 138,919,943 0 0 0 27,821 138,892,122

公益事業 3,540 3,545,041 △ 3,541,501 5,026 0 5,026 △ 3,536,475 3,450,000 0 3,450,000 △ 86,475 72,018 △ 14,457 0 0 0 0 △ 14,457

収益事業 6,430,000 0 6,430,000 677,435 0 677,435 7,107,435 0 6,160,000 △ 6,160,000 947,435 1,718 949,153 0 0 0 0 949,153

合計 535,128,217 491,549,769 43,578,448 3,457,365 568,573 2,888,792 46,467,240 10,127,000 10,039,002 87,998 46,555,238 93,299,401 139,854,639 0 0 0 27,821 139,826,818

事業区分
経常増減

差額
(7)=(3)+(6)

当期活動
増減差額

(11)=(7)+(10)

前期繰越
活動増減

差額
(12)

当期末繰越
活動増減

差額
(13)=(11)+(12)

サービス活動増減の部 サービス活動外増減の部 特別増減の部

基本金
取崩額

(14)

基金
取崩額

(15)

その他の
積立金
取崩額

(16)

その他の
積立金
積立額

(17)

次期繰越
活動増減差額

(18)=(13)+(14)+
(15)+(16)-(17)
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令和 6 年度会計区分 
事業区分 拠点区分 サービス区分 サービス区分の細区分 事業内容 

社会福祉事業区分 

地域福祉推進事業拠点

区分 

法人運営事業 

法人運営事業 ▼理事会・評議員会▼人件費 

調査研究企画広報事業 ▼三浦市民生活向上会議▼社協みうらの発行▼ホームページの運営 

基金運営事業 
▼老人福祉振興基金▼地域福祉振興基金▼三浦市地域福祉センター

修繕等基金 

地域福祉推進事業 

三浦市社会福祉協議会会館運営事業 ▼安心館▼暖館 

ボランティアセンター運営事業 
▼ボランティアセンターの運営▼ボランティア・市民活動助成金の

配分▼地域福祉推進モデル事業▼生活支援コーディネーター配置 

障害児者余暇支援事業 

▼障害児者乗馬訓練（かっぽの会）▼皆で海に親しむ会▼セッショ

ン（ダンス教室）▼夏のバーベキュー大会 ▼障害児夏のお泊り会 

▼障害児者運動支援事業（スプラッシャーズ） 

援護事業 

▼災害緊急援護事業▼交通遺児援護事業▼行路人援護事業▼肢体不

自由児入浴サービス事業▼生活困窮者就労支援事業▼生活困窮者食

糧支援事業 

人材育成研修事業 福祉人材育成・研修センター運営事業 ▼組織内職員の研修▼組織外職員の研修 

共同募金配分金 

事業 
共同募金配分金事業 ▼共同募金配分金事業 

老人クラブ連合会事

務事業 
老人クラブ連合会事務事業 ▼老人クラブ連合会事務事業 

総合相談支援事業 

「安心館」運営事業 

▼地域包括支援センター「おまかせ」 

▼地域包括支援センター「リンク」 

▼居宅介護支援事業所「アンド」 

相談支援事業 ▼相談支援事業所「エール」 

三浦市権利擁護センターいっしょ運営事業 
▼法人後見事業▼日常生活自立支援事業▼生活福祉資金の貸付事業

▼生活困窮者自立支援法事業▼成年後見中核機関事業 

介護保険事業拠点区分 介護保険事業 

介護予防等デイサービス事業 

▼それいけ！デイサービスセンター 

▼どんどん！デイサービスセンター 

▼フレイルサポートセンター 

小規模多機能型居宅介護事業 

▼小規模多機能型居宅介護事業所「はつらつ」 

▼看護小規模多機能型居宅介護事業所「ゆごころ」 

▼訪問看護ステーション「ぽかぽか」 

障害児者自立支援事業

拠点区分 

障害児者自立支援事

業 

障害者就労支援事業 ▼就労支援センター「どんまい」（就労継続支援 B 型） 

障害者デイサービス事業 ▼障害者リハビリデイサービス「ゆずリハ」 

児童デイサービス事業 ▼児童発達支援事業所「HUG くみ」 

公益事業区分 公益事業拠点区分 公益事業 
未病センター運営事業 ▼三浦市社協未病センター運営事業 

CHO 構想推進事業 ▼三浦市社会福祉協議会 CHO 構想推進事業 

収益事業区分 収益事業拠点区分 安心館貸館事業 安心館貸館事業 ▼安心館貸館事業 
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令和６年度 社会福祉法人三浦市社会福祉協議会事業報告書 

■地域福祉推進事業拠点区分 

法人運営事業 

事業の概要 

三浦市社会福祉協議会は、特定の対象者や地域だけではなく、幅広く地域福祉を推進する「高い公共性」と「自主

性」 を併せ持つ団体として、市民各層からのご参画を得て、その運営にあたっています。実際にその運営に携わるの

は、理事 8 名、監事 2 名、そして、評議員 12 名の総勢 22 名です。理事は、経営の執行責任を担い、監事は、業務の執

行状況や財産の状況などを監査します。そして、評議員が、理事の選任や決算の承認などの重要事項を議決することと

なります。なお、理事（常勤者を除く）、評議員、監事は、無報酬となっており、運営の財源は、会費と三浦市からの補

助金、そして介護報酬などで賄われています。理事会の補助機関としての役割を担う事務局では、会員の増強、受配、

三浦市社会福祉協議会会館（安心館・暖館）の運営、苦情処理委員会の設置・運営といった役割を担うとともにＣＨＯ

（健康管理最高責任者）構想の実現をめざしました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

1 役員会運営事業  

理事会  4 回  5/28・8/9・3/5・3/17 

評議員会 3 回  6/19・8/26・3/24 

監事会  １回  5/22 

評議員選任・解任委員会 5/30 

中間監査 11/20 

 

 

2 苦情処理委員会 2 回  10/21・3/18 

 

 

 

3 役職員研修  11/27   

 

 

4 ケース検討会 3 回 6/27・8/22・

10/30 

5 就職説明会 2 回 11/1・2/14 

 

１・7 年度より、会費徴募の方法を、区長会に実務を代替いただ

く方式から、会員加入希望者が自ら当会口座に振り込む方式

に改めることに決しました。 

・「身寄りのない高齢者の施設利用に関する陳情」を、理事会

の承認を経て三浦市議会へ提出しました。9 月 12 日の三浦市

議会都市民生常任委員会にて全会一致で採択されました。 

・評議員１名より辞任の申し出があり、後任となる評議員の選

任をしました。 

２ 苦情処理委員会を開催しました。「重大な苦情」に該当するケ

ースはありませんでしたが、「苦情」に該当するケースが 1 件

ありました。再発防止の為、法人内リスク委員会においても

振り返りをおこない、法人全体で情報共有をしました。 

３ 顧問弁護士である狩倉総合法律事務所 狩倉博之先生より 

  「インターネット利用をめぐる法律問題」について講義をし

ていただきました。 

４ アセスメント力向上を目指しケース検討会を実施しました。 

 

５ 人材確保のためハローワーク主催の就職説明会に参加しまし 

  した。6 名の採用につながりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

評議員選解任委員会 
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６ 虐待防止研修 12/12 

 

 

７ 防災総合訓練 9/25・12/8  

８ リスク研修 1/16 参加者 27 名 

 

 

 

９ 社会福祉功労者表彰式典 1/10 

 表彰４名 感謝 3 名 

 

10 実習生受け入れ １名 

 

６ 全職員を対象とした虐待防止研修をおこないました。グルー

プワークをおこない具体的なケースを通して虐待防止のため

の方策の検討をおこないました。 

７ 日中の総合訓練、夜間の避難訓練を実施しました。 

８ 損保ジャパンから講師を招いて「介護福祉車両の事故防止/事

故が発生した際の行動フロー」をテーマに研修を実施しまし

た。また、引き続き事業所単位で事業所の特性に合わせた状

況を設定した危険予知トレーニングをおこないました。 

９ 社会福祉功労者表彰式典では地域福祉の振興に貢献された方

4 名を表彰、3 名に感謝をお贈りしました。 

 

10 9～10 月のうち 23 日間、社会福祉士取得のための実習をおこ

ないました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスク委員会研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉功労者表彰式典 
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調査研究企画広報事業 

事業の概要 

１ 三浦市民生活向上会議 

住民主体の地域福祉活動を推進するために「三浦市地域福祉活動計画」の進捗状況の管理や地域課題の解決にむけて

活動する三浦市民生活向上会議を組織・運営しました。 

２ 社協みうらの発行 

紙媒体による情報発信として「社協みうら（広報誌）」を発行しました。奇数月に発行し、各事業報告や、地域のさま

ざまな社会福祉活動を紹介。ウェブサイトでもバックナンバーをご覧いただけるようにしました。また、ボランティア

サークル「ひばりの会」による最新号の音訳も公開しました。 

３ ホームページの運営 

 写真や動画を満載したホームページを開設し、鮮度の高い情報を供給するよう努めました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

１ 三浦市民生活向上会議 

ボランティア活動推進部会 10/1 

 

２ 社協みうらの発行 

 5・7・9・11・1・3 月発行 

（1 回あたり 17,700 枚） 

 

３ ホームページの運営 

 Youtube 再生回数 23,638 回 

 ２月より SNS（X）運営開始 

 

【事業の成果】 

１ 地域福祉活動計画を発行し、４月に市役所報告と職員勉強会

をおこないました。職員勉強会では、社会福祉協議会としての

在り方の再確認、計画目標の共有をおこないました。 

   

【課題】 

２ 一部の区長より「地域の高齢化による担い手不足によって、

配布の負担感が増している。」とのご指摘を受けてきたことや、

今般のＳＮＳなどの普及により、情報の入手経路が多様化した

ことから、紙媒体での情報発信に関し、一区切りつける決断を

しました。今後はホームページやＸの活用に力を入れていきた

い考えです。 

３ X の運営について、ガイドラインを定めたいです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉活動計画勉強会 

 

 

 

 

 

 

 

 

三浦市社協 X 

（※利用・閲覧には、アプリのダウンロードが必要です） 
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基金運営事業  

事業の概要 

（１）老人福祉振興基金 

（２）地域福祉振興基金 

（３）三浦市地域福祉センター修繕等基金 

高齢化の進展を睨んで初代会長が創設した老人福祉振興基金・地域福祉振興基金及び三浦市地域福祉センター修繕等

基金の造成に努めました。 

事業実績 特記事項 

老人福祉振興基金の決算利息は

6,712円、地域福祉振興基金の決算利

息は 1,025 円、三浦市地域福祉セン

ター修繕等基金の決算利息は 584 円

でした。 

 

基金の運用にあたっては、基金の設立趣旨に鑑み、銀行への定期預金ないし、国債といった安全、確実かつ有利な方

法によってなされてきました。現在、当法人では、基金の大半を国債にあてています。国債の種別は固定利付国債で、

半年ごとに一定の金利が支払われ、償還時に額面全額が払い戻されるというものです。 

 なお、各基金の設置規程に「介護保険事業拠点区分並びに障害者自立支援事業拠点区分で生じた剰余金のうち、それ

ぞれ 25％を上限に基金に積み立てることができる。」と定めています。 

三浦市地域福祉センター修繕等基金は、募金により 19,500 円の収入がありました。 

 

三浦市社会福祉協議会会館運営事業 

事業の概要 

 当法人が自己所有する「安心館」「暖館」は、地域福祉の総合拠点として、市民の皆様から親しまれています。ボラン

ティア・市民活動に資するため「安心館」に会議室を 2 室、「暖館」に 3 室ご用意し、業務に支障のない範囲で開放しま

した。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

暖館 貸館事業 

 利用回数 35 回 

 

 

 

 

・課題となっている安心館の老朽化対策として、7 年度より大型

修繕をおこなう方向で準備を進めました。まずは、事業の特性

上必要不可欠であるエレベーターの改修を最も急務な事柄であ

ると考え改修工事を実施する予定です。給排水設備工事、外壁

塗装工事等も順次おこない、安心館で事業運営を続けられるよ

う整備を進めていきます。 

・暖館では体操サロンを中心に 35 件の利用がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安心館 
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ボランティアセンター運営事業 

事業の概要 

三浦市社会福祉協議会のボランティアセンターでは、ボランティア・市民活動の振興に寄与すべく①情報サービス

（情報の収集と提供）②アドバイザリー・サービス（相談助言活動）③コーディネーション・サービス（需給調整活

動）④学習プログラム・サービス（学習支援活動）⑤活動プログラム・サービス（活動メニューの開発と提供活動）⑥

ネットワーキング・サービス（活動者・組織間の連携促進活動）⑦拠点サービス（活動拠点や資・機材の提供活動）⑧

マネージメント・サービス（活動者の組織運営支援活動）⑨研究情報サービス（調査研究活動）⑩アドボカシー・サー

ビス（社会提案への支援活動）を提供するなどして総合的にボランティア・市民活動を支援しています。 

この他に、ボランティアセンターが取り扱う主な業務は以下のとおりです。 

（１）ボランティア・市民活動助成金の配分（２）地域福祉推進モデル事業の実施（３）各種ボランティア講座 

6年度も引き続き、生活支援コーディネーターをボランティアセンターの職員として位置づけ、地域包括支援センター

とともに地域サロンの開設・支援や地域包括ケアシステムの構築に関わる諸事業を実践しました。なお、ＮＰＯ法人ス

ローハンド（認知症高齢者対応型通所介護事業所ぶらい庵）の２階部分を間借りし、ここを三浦市ボランティアセンタ

ーの支所として位置づけています。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

ボランティア登録者数 

個人 104（91）名 

団体 34（ 37） 

 

車いす等物品貸出し 19（18） 件 

 

福祉教育講師・職場訪問先等調整 

2（2）件 

 

指定寄付金配分金 2 件 189,000 円 

ボランティア・市民活動助成金▽ 

三浦市聴覚障害者協会 89,000 円、 

三浦市ボランティア連絡協議会 

100,000 円 

 

サロン  

延べ支援数 129（230）ヶ所 

実サロン数 27（25）ヶ所 

【事業の成果】 

1 ボランティアセンター 

・新規登録は個人が 19 名、団体が 2 団体でした。 

・福祉施設からレクリエーションの依頼が複数あり、音楽やダンス等を得意

とするボランティアをマッチングしました。 

・市民交流センターまつりにブース出展しました。 

・ボランティア講師による折り紙や手芸、初心者向け囲碁教室をボランティ

アセンターで定期的に開催し、参加者に好評でした。 

・併設するカフェには定期的に来所する地域の高齢者が増え、交流が生まれ

ました。 

（1）防災関係 

・三浦市青年会議所の防災研修会に出席し、今後の協定締結にむけて三浦

市を交え意見交換をおこないました。 

・「企業・NPO・学校パートナーシップミーティング in 横須賀三浦～三浦

半島の防災～」「市民活動マッチングイベント～防災・災害時への連携

～」に参加し、他団体と情報交換や意見交換をおこないました。 

（2）三浦市ボランティア連絡協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボラ協 能登半島地震災害派遣の報告

会 

（手話通訳士の派遣を依頼） 
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ボランティアセンター 

来所者数 1,240（884）名 

相談件数 43（92）件 

開所日数 243（245）日 

 

※（）内は前年度実績 

・新しい役員が加わり、新体制になりました。年間テーマを「防災」と

し、三浦市防災危機対策室より講師を招いて能登半島地震災害派遣の報

告会を開催しました。秋の親睦研修会では、横浜市民防災センターを見

学しました。 

 ・ボランティア活動の自主運営を促す観点から、7 年度は、これまで本会が

担っていた事務局を団体に戻す予定です。 

（3）福祉教育 

・剣崎小学校の依頼を受け、卒業生田村一輝氏（当事者）による、障害の

理解に関する授業実施についてコーディネートしました。 

・三崎中学校三年生を対象に、高齢者の理解を深める授業として、高齢者

疑似体験と、地域の高齢者と生徒間の交流をおこないました。生徒から

は「両方の体験を通して、高齢者と一口に言っても、色々な人がいるこ

とがわかった。町で見かけたときに手伝いが必要なのか、そうでないの

か、考えながら接していきたい。」との感想が聞かれました。 

・4 月に教育委員会主催の人権委員会に出席し、福祉教育の実績報告と開

催の呼びかけのほか、本会の子ども関連事業について説明をおこないま

した。その結果、福祉用具アイディアコンクールの応募が増えました。 

 

2 生活支援コーディネーター 

（1）未病サロン 

運営の自主化の働きかけを積極的におこなった結果、支援回数が月１回

から隔月になったサロンが増えました。運動ボランティアのマッチング

も進めました。 

（2）協議体 

・生活支援コーディネーター２名体制で生活支援体制整備事業の取り組み

を進めました。初声地区における第 2 層協議体設置に向け、４月から区

長会や民児協で説明をおこない、10 月に勉強会を実施しました（参加者

６名）。11 月からは第 2 層協議体として月 1 回開催できるようになりまし

た。毎回 10 名前後の参加があり、情報交換をおこないました。 

・南下浦地区、三崎地区の第２層協議体は月１回開催を継続し活発な情報

交換がおこなわれています。 

 ・7 年度は、住民活動の実施に結びつけていきたいです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新しく誕生したサロン 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

初声地区の第２層協議体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三崎中学校における福祉教育 



22 

 

（3）地域診断書（上宮田第１区） 

・4～8 月にかけて住民有志と地域踏査を実施しました。地域踏査の後、新

たなサロンが１か所誕生しました。 

・月１回住民有志と茶話会を開催し、地域の課題について話し合いまし

た。活発なスクールガード活動があり、子どもの見守りだけでなく、高

齢者の生きがいや情報交換の場になっていることもわかりました。 

・7 年度は結果を冊子にまとめ、住民有志と勉強会を開催する予定です。 

（4）その他 

依頼を受け、７月に和田の里区で「サロンについて」、１月に上宮田第

７区で「生活支援の取り組みについて」をテーマに勉強会を開きまし

た。 

 

【前年度課題への対応結果】 

福祉人材育成・研修センターにおいて、地域住民向けに介護予防インスト

ラクター講座を実施しました。 

 

【課題】 

・災害ボランティアセンターの運営マニュアルの策定をします。 

・人員減により、5 年度からの継続課題（※）に取り組むことができませんで

した。事業仕分けにより、業務分担を見直したいです。また、引き続き、

サロン活動者の自立的な運営を促します。 

※継続的課題：住民による支え合い活動をサポートする独自の助成金の創出

や市民活動助成事業の見直しを進めること。休眠中の専用 HP を再活用す

るとともに SNS の利活用を進めること。                                                                                              
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障害児者余暇支援事業 

事業の概要 

１ 障害児者乗馬訓練会（かっぽの会） 

２ 皆で海に親しむ会 

３ セッション（ダンス） 

４ 障害児夏のバーベキュー大会 

５ 障害児夏のお泊り会 

６ 障害児者運動支援事業（スプラッシャーズ） 

事業実績 特記事項 活動の様子 

1 かっぽの会 

 計 2 回実施 

延利用者数 33（33）名 

 

2 皆で海に親しむ会 

 8 月 2 日実施  

利用者数 22（21）名 

 

3 セッション 

 実施回数 6（8）回  

延利用者数 50（60）名 

 

4 障害児夏のバーベキュー大会 

 8 月 7 日、8 日 

 利用者数合計 47（41）名 

 

5 海洋アカデミー体験プログラム 

 計 4 回実施 

延利用者数 60（13）名 

 

６ スプラッシャーズ 未実施 

 

※（）内は前年度実績 

【事業の成果】 

1 冬休みと春休みに実施し、HUG くみ児童ときょうだい児、保護者の参加が

ありました。乗馬の様子を写真撮影したり、保護者同士で交流されている様

子が伺えました。 

2 夏の恒例行事として、海水浴とバーベキューを開催しました。NPO 法人小

網代パール海育隊様の協力を得て、モーターボート乗船体験をすることがで

きました。 

３ HUG くみ、ゆずリハの利用者が楽しく参加しました。また、保護者に見学

してもらう機会やきょうだい児の参加機会を設けたところ、好評でした。 

４ HUG くみ児童、保護者、きょうだい児の参加がありました。保護者同士の

交流の場としても盛り上がりました。 

５ 株式会社リビエラリゾート様のご厚意で実施しました。HUG くみ児童が、

シーカヤック・小網代湾クルージング・写真立て作りを体験しました。 

６ 場所や講師の調整がつかず、未実施に終わりました。 

 

【前年度課題への対応結果】 

・余暇支援事業が、HUG くみ保護者の交流機会として定着してきました。 

・6 年度は受益者負担金の改定はおこないませんでした。検討したものの、参

加のしやすさを優先に考えたことが主な理由です。 

 

【課題】 

参加者のほとんどが法人内障害児者事業の利用者に限られてしまっていま

す。現状どおりでも実施の意義は感じられますが、新規参加者が安全に楽しむ

ために、事前に収集すべき情報やルールの設定、周知の方法について検討して

いく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

皆で海に親しむ会 

モーターボート乗船体験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乗馬訓練会 
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援護事業 

事業の概要 

（１）災害緊急援護事業（災害時に被災者に見舞金を支給） 

（２）交通遺児援護事業（交通事故により、保護者が死亡または重度障害者になった交通遺児に対し激励金を支給） 

（３）行路人援護事業（市内を徘徊する金銭を所持しない住所不定者に運賃等を交付） 

（４）肢体不自由児入浴サービス事業 

（５）生活困窮者就労支援事業 

（６）生活困窮者食糧支援事業 

事業実績 特記事項 活動の様子 

（1）災害緊急援護事業 

支給 0（4）件 

（2）交通遺児援護事業 

支給 0 （0）件 

（3）行路人援護事業 

支給 0（1）件 

（4）肢体不自由児入浴サービス事業 

実施 0 （0）回 

（5）生活困窮者就労支援事業 

利用者 0 （1）名 

（6）生活困窮者食糧支援事業 

食料品配布会 12 月 9 日～19 日 

 50（38）名 

 

※（）内は前年度実績 

 

【事業の成果】 

（1）～（5）については、実施がありませんでした。 

 

（6）食料品配布会は、民生委員や老人クラブの友愛チーム等に情報提供

し、配布にご協力をいただく形で実施しました。用意した 50 名分（1～2

日分の食料）を全て配布することができました。 

【前年度課題への対応結果】 

・食料配布会について、対象者への周知を課題としていました。地元有志

の協力により、対象者の情報が得られ、さらに多くの人へ食料を届ける

ことができました。 

・事業の定着化を図るため、7 年度も同時期（年末）に実施する予定で

す。 
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福祉人材育成・研修センター運営事業 

事業の概要 様々な機関や団体と連携して、福祉人材の育成や、地域共生社会の実現を目指した研修を実施しました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

介護職員初任者研修 

7～10 月 修了 12（14）名 

 

介護予防インストラクター講座 

10～3 月 修了 9（16）名 

 

※（）内は前年度実績 

6 年度は地域福祉課の管轄として実施しました。                                                                                                        

【事業の成果】 

・介護職員初任者研修通学コースを安心館にて開講しました。例

年どおり、働きながら資格取得ができるよう夜間コースとしま

した。受講生のうち 2 名は本会職員です。講師はほぼ、本会職

員が担いました。 

・住民主体の支え合いの創出を目指して、介護予防インストラク

ター講座を開催しました。全6 回開催し、9名が修了しました。 

・市内の介護職員の質の向上につなげたい考えで、介護職員実務

者研修の主催者に場所を提供しました。 

 

【前年度課題への対応結果】 

介護予防インストラクター講座の一コマに、実践へのハードル

を下げ、活動の理解を深めることを目的として、受講生と実践者

の交流機会を設けました。具体的には、三浦市老人クラブ連合会

による活動紹介と、友愛チームの取り組みについて実践報告を取

り入れました。また、未病サロン運営者との交流会を開きまし

た。 

 

【課題】 

介護予防インストラクター講座は当初、介護予防のサロンの立

ち上げを主な目的にしていました。各地域の高齢化や過疎化が進

み、住民主体の生活支援の需要が高まっています。7 年度は、ニ

ーズに合った内容を検討していきます。また、受講生が減ってき

ているので、実施日程も見直したいです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防インストラクター講座の様子 
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共同募金配分金事業 

事業の概要 

共同募金の配分金を広く用いて、ボランティア活動の促進や障害児者の余暇支援など、地域福

祉事業を実施しました。共同募金の配分金は、三浦市社会福祉協議会にとって最も優良な財源の

一つです。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

※（）内は前年度実績 

 

 

 

  
赤い羽根共同

募金 

年末たすけ

あい募金 
総計 

戸別募金 
2,837,750 円 

（2,997,475） 

2,720,070 円 

（2,942,475） 

5,557,820 円 

（5,939,950） 

街頭募金 
0 円 

（0） 

0 円 

（0） 

0 円 

（0） 

法人募金 
255,000 円 

（195,000） 

0 円 

（50,000）  

255,000 円 

（245,000）  

学校募金 
46,874 円 

（27,560） 

0 円 

（0）  

46,874 円 

（27,560）  

職域募金 
28,909 円 

（29,662） 

24,078 円 

（30,853）  

52,987 円 

（60,515）  

イベント

募金 

15,908 円 

（25,906） 

1,990 円 

（0）  

17,898 円 

（25,906）  

その他 
70,238 円 

（58,056） 

59,112 円 

（46,287）  

129,350 円 

（104,343）  

合計 
3,254,679 円 

（3,333,659） 

2,805,250 円 

（3,069,615） 

6,059,929 円 

（6,403,274） 

【事業の成果】 

・神奈川県共同募金会三浦市支会事務局を担いまし

た。市民の皆様からの浄財は、一旦神奈川県共同募

金会に集められ、後に三浦市もその配分を受け、地

域福祉の推進のために役立てられています。 

・募金総額は、6,059,929 円（前年度比-343,345 円）と

なりました。 

 

【前年度課題への対応結果】 

・企業への広報を課題に挙げていました。６年度は、

三浦商工会議所の協力を得て、会合での周知や郵送

による募金協力依頼もおこないました。結果、新た

に 5 社から募金をいただくことができました。 

・6 年度も広報活動の一環として、社協みうらにて募

金にご協力いただいた企業を紹介しました。 

・チラシのデザインと内容を見直し、募金の必要性の

明確化を図りました。 

 

【課題】 

・引き続き、全体的に減少傾向にある本事業につい

て、募金の意義や必要性を市民にわかりやすく伝え

ていく必要があります。 

・引き続き、企業や社会福祉法人等への広報や職域募

金、募金箱設置等を依頼する取り組みをおこなって

いきます。                                                 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

株式会社杉山商店 

代表取締役 山本昭二様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全戸配布のチラシ 
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老人クラブ連合会事務事業 

事業の概要 

三浦市老人クラブ連合会は、発足当初から「健康」「友愛」「奉仕」の活動に取り組んできま

した。その活動理念が当法人の地域福祉推進上の理念と合致することから、団体事務を受任

し、明るく、豊かで活力のある超高齢社会の実現に向けて取り組みました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

【登録数】 

単位老人クラブ 23（26） 

友愛チーム 9（6） 

【会議】 

総会 2 回、会長会議 5 回、役員会 8 回 

【行事】 

・親睦旅行 

4 月 27（25）名、9 月 49（35）名 

・グラウンド・ゴルフ大会  

5 月 33（28）名、7 月 28（24）名 

・6 月 演芸大会 125（148）名 

・9 月 安全安心研修 20（20）名 

・10 月 スポーツ大会 158（152）名 

・11 月 健康いきいき講座 10（14）名 

・1 月 研修会｢老人クラブ活動・友愛チームの取組み｣ 21 名 

・2 月 三浦福祉大会 136（132）名 

・3 月 市民活動ウィーク・市民交流センターまつり 

パネル展示 

・3 月 いきいきシニアコンテスト 

    表彰者 2 名 

【横須賀・三浦ブロック連絡協議会】 

・幹事老連として会議開催 4 回 

・スポーツ大会 21（22）名 

・ゆめクラブ大学 2 日間延べ 25（26）名 

【その他】 

全国大会出席 6 名 

※（）内は前年度実績 

【事業の成果】 

・2 か月ごとに開催する単位老人クラブ（クラブ）の会

長会議では、後半に意見交換の時間を設け、各クラブ

の行事や困りごとについて情報交換をおこないまし

た。 

・新たに３つ友愛チームが発足しました。うち２つは、1

月に「介護予防インストラクター講座」で老人クラブ

活動の紹介と友愛チームの実践報告をおこなったこと

がきっかけになりました。 

・「第 3 回いきいきシニアコンテスト」を開催し、2 名を

表彰しました。 

【前年度課題への対応結果】 

・市民交流センターまつりのパネル展示や介護予防イン

ストラクター講座、区における住民主体活動の勉強会

等、さまざまな機会で、老人クラブ連合会に加盟し活

動するメリットを説明し、新規加入の働きかけをおこ

ないました。 

・会長会議は、情報交換や相互にサポートし合う場にな

り、役員の孤立防止に役立ちました。 

【課題】  

役員のなり手不足から解散に至るクラブがあります。

解散しそうになったら、ほかのクラブの役員が集まりに

参加して説得するなど、当事者の力を活かす取り組みを

検討したいです。 

                                                                                            

  
 
 
 
 
 
 
 

春の親睦旅行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康いきいき講座 
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「安心館」運営事業（地域包括支援センター「おまかせ」） 

事業の概要 

高齢者の健康面や生活全般に関する相談を受け付ける「地域包括支援センター事業」を三浦市から受託して

運営しました。また自主事業として介護予防ケアマネジメントにも積極的に取り組みました。多様な相談内容

に対応するため、社会福祉士・主任ケアマネジャー・看護師などの専門スタッフを配置しています。主な業務

内容は次のとおりです。①総合相談・支援②介護予防ケアマネジメント③権利擁護④包括的・継続的ケアマネ

ジメント支援。担当は三崎地区です。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

介護予防業務・介護予防ケアマネジメント 

 新規７３件／継続２，９６２件 

総合相談・権利擁護事業 
 総合相談     ２７７件 
 権利擁護事業     ３件 
  虐待対応       ５件 
包括的・継続的ケアマネジメント事業 
 地域ケア会議     ４件 
 運営推進会議出席  ３７件 
みうらふれあいサロン 
 岬陽小学校     ３３回 
 城ケ島区民センター ３３回 
 勤労市民センター  ２５回 
家族介護教室 
 「福祉用具に触れる！試す」 参加者９名 
認知症高齢者サポート事業 
 オレンジカフェ    ５回 
 オレンジ会(認知症家族のつどい) １回 
  交流会 10 名 講演会 34 名 
 キャラバンメイト連絡会 ２回 
虐待防止ネットワーク 
 高齢者虐待の地域における現状について検討 

・高齢者が過ごしやすい環境をつくるためように、地域のケアマネ

ジャーとの情報共有、信頼関係の構築はとても重要であり、今後

も協力を得ていきたい考えです。 

・住民や民生委員とも密に連絡をとることで支援の必要な方の早期

発見、早期介入を目指しています。また地域のケアマネジャーと

協力し、切れ間ないサービスの提供を心掛けています。 

【事業の成果】 

・みうらふれあいサロンは、介護予防体操やストレッチ体操、ヨガ

やダンスなど身体を動かすメニューを中心に脳トレや、楽器を使

って童謡を歌うなど、プログラムの充実を図り、マンネリ化する

ことなく活動できました。参加者からはとても好評で、少しずつ

参加者は増えています。また６年度は男性の参加もありました。 

・要望を受け、三浦ケアマネジャー連絡会において、介護予防プラ

ンの立て方に関する研修を実施しました。事務の流れや要点を地

域のケアマネジャーに周知できました。 

・行政、病院、いっしょ、地域のケアマネジャーと連携し、処遇困

難ケースにも対応しました。 

【課題】 

・要介護状態であるにもかかわらず、介護サービス利用を拒否し、

孤立してしまう高齢者が増えている感があります。要介護者は、

居宅介護支援事業所のケアマネジャーが担当しますが、介護サー

ビスを利用していない人には、いくら関わっても報酬が発生しま

せん。そのため、担当ケアマネジャーとの関わりが希薄になり、

結果、地域包括支援センター（包括）が定期的に電話連絡や訪問

をおこなわざるを得ないケースが増えています。制度上やむを得

ないのが現状です。  

・包括と市高齢介護課における「地域ケア会議」ですが、全包括が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サロン 
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社協内にある今、意味をなさなくなることが懸念されます。な

お、6 年度は、身寄りのない高齢者への対応を検討してきました

が、思うような成果を出すことができなかったため、7 年度も同

じテーマを検討していく予定になっています。 
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「安心館」運営事業（地域包括支援センター「リンク」） 

事業の概要 

高齢者の健康面や生活全般に関する相談を受け付ける「地域包括支援センター事業」を三浦市から受託して運

営しました。また自主事業として介護予防ケアマネジメントにも積極的に取り組みました。多様な相談内容に対

応するため、社会福祉士・主任ケアマネジャー・看護師などの専門スタッフを配置しています。主な業務内容は

次のとおりです。①総合相談・支援②介護予防ケアマネジメント③権利擁護④包括的・継続的ケアマネジメント

支援。担当は南下浦・初声地区です。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

介護予防業務・介護予防ケアマネジメント 

 新規２２５件／継続１，８０７件 

総合相談・権利擁護事業 
 総合相談     ４５１件 
 権利擁護事業     ５件 
  虐待対応       １件 
包括的・継続的ケアマネジメント事業 
 地域ケア会議     ４件 
 運営推進会議出席  ３４件 
みうらふれあいサロン 
 初声市民センター  １８回 
 県営上宮田団地   １７回 
 南下浦ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ ２５回 
認知症サポート高齢者サポート事業 
 認知症サポーター養成講座    ３回 

オレンジカフェ         ５回  
 オレンジ会(認知症家族のつどい) ２回 
  
虐待防止ネットワーク 
 高齢者虐待の地域における現状について検討 

 

・前事業所の緊急閉鎖に伴い、急遽三浦市から要請を受け、６年度

新たに開始しました。前事業所からのケースの引き継ぎには、短

期集中的に約 200 名分の支援経過記録を熟読し、利用者の顔と名前

と家を覚えることから始まりました。当然、新規の相談や緊急対

応も並行しておこないました。業務の流れを形作っていくことに

忙殺された一年でした。  

・多忙な中で業務を遂行できたのは、先行して活動していた「おま

かせ」職員の支援と、リンク職員のチームワークの賜物であった

と考えます。 

・おまかせと比較して、総合相談が非常に多く、上半期は上記引き

継ぎに関する確認が多かったです。また、南下浦地区の高齢化の

進行が一因であると分析しています。 

・介護に関する相談の内容は「一人暮らし高齢者（高齢者世帯を含

む）に関すること」が４４％、「認知症に関すること」が４１％で

した。これらは近隣住民や自治会から寄せられることも多かった

です。一方、認知症高齢者を過度に心配するケースも一部見受け

られたので、今後は、認知症の理解や適切な対応に関する研修を

提案し、小地域における見守り・支え合いを促していきたいで

す。 

・7 年度「地域包括支援センターバトン」を新規設立するために、1

月より人事異動をおこなうなど、地域包括支援センターの全職員

が一丸となって準備を進めました。なお、バトンの開設により、

リンクの担当は 7 年度より南下浦地区のみとなります。 

クリスマスのサロンの様子 
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「安心館」運営事業（居宅介護支援事業所「アンド」） 

事業の概要 

居宅介護支援事業所とは、介護支援専門員（ケアマネジャー）を配置した介護に関する専門的な組織窓口です。介護支

援専門員とは、要介護者や要支援者の人の相談や心身の状況に応じるとともに、サービス（訪問介護、デイサービス）を

受けられるようケアプラン（介護サービス等の提供についての計画）の作成や市町村・サービス事業者・施設などとの連

携調整をおこないます。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

ケアマネジャー １人あたりの平均 

４月 ３０．６件 

５月 ２９．４件 

６月 ３０．０件 

７月 ２９．４件 

８月 ３２．２件 

９月 ３２．８件 

１０月 ３４．８件 

１１月 ３６．８件 

１２月 ３７．２件 

１月 ３６．８件 

２月 ３８．４件 

３月 ３８．４件 

 

要介護度件数（３月） 

要介護度 1  ６８件 

要介護度 2  ８７件 

要介護度 3  ２５件 

要介護度 4  １６件 

要介護度 5  １２件 

 

認定調査 

三浦市 ７１件  

法改正により、介護支援専門員 1 人あたりの上限が 44 件となりました。 

 

【事業の成果】 

病院等から相談を受け、退院調整から居宅支援につなげることができまし

た。 

 

【前年度課題への対応結果】 

 介護予防のケアプラン作成に対応しました。年度末現在、地域包括支援セン

ターの業務が落ち着いたこともあり、現在は 0 件となっています。 

 

【課題】 

引き続き利用者獲得に努めます。 
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相談支援事業（相談支援事業所「エール」） 

事業の概要 

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、利用者が適切に障害福祉サービスを利用できるようにす

るため、利用者の依頼のもと、相談が障害福祉サービスの計画を立案するサービスをおこないました。 

また、市役所より相談支援事業の委託を受けサービス等利用計画以外の相談もおこないました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

障害者相談契約者数 

障害者 59 件  障害児 34 件   

計画相談件数 

 障害者 77 件  障害児 40 件 

モニタリング作成 

 障害者 192 件 障害児  84 件 

 

障害者内訳 

身体 9 名 知的 35 名  

精神 17 名 高次脳 1 名 難病 1 名 

重心 1 名 発達 4 名 

※重複あり  

障害児内訳 

身体 1 名  

知的 25 名 発達 9 名  

精神 2 名 難病 1 名 

※重複あり 

委託相談 31 件 

【事業の成果】 

・単なるサービス調整に留まらず、暮らし全体を支える視点でアセスメ

ントをおこなうよう努めました。 

・モニタリングを重ね、本人の状況の聞き取りと、事業所との連携を都

度図ることで、ご本人の気持ちを尊重しながら支援しました。 

・サービス事業所の個別面談に同席し、情報の共有に努めました。 

・家族の精神的な不安軽減につながるよう、丁寧な相談対応をおこない

ました。 

・困難ケースについては、基幹相談支援センター、行政と連携して対応

にあたりました。違った視点での気づきや柔軟な対応を学ぶことがで

き、よりよい支援につながりました。 

・市内に社会資源が不足しており、市外のサービス事業所を申し込むケ

ースがあります。しかしながら受け入れ枠がなく断られてしまい、支

援につながらないケースがあります。 

【課題】 

障害福祉分野だけでなく、高齢介護や生活困窮など生活課題が多岐に

渡るケースが増えてきており、多くの専門的知見が必要になります。多

様な相談に対応するため、可能な限り研修に参加しスキルの向上に努め

ていきたいと思っています。                                                                                
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三浦市権利擁護センターいっしょ運営事業 

 ①法人後見事業 

事業の概要 

判断能力の低下等により三浦市長申し立てによって成年後見制度を利用することになった方のうち、なかなか後見人

等が見つからない状況にある方について、横浜家庭裁判所横須賀支部の推薦を受け当法人が成年後見人等（成年後見

人、保佐人、補助人）を受任し、財産管理や身上監護などの支援をおこないます。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

1 利用者 

保佐 2（2）件 

2 支援回数   

52（32）回 

3 実施内容 

家庭裁判所へ事務報告 

被保佐人の入退院支援 

被保佐人の在宅支援 

被保佐人の相続登記事務 

※（）内は前年度実績 

【事業の成果】 

・本人の意向や、生活状況の変化に速やかに対応できるよう、関係機関と連携し支援しました。 

・いっしょが管轄する他の事業と合わせて、本事業に関する勉強会を開催し、市民や関係機関に

向けて周知しました（成年後見中核機関事業にて詳述）。 

【課題】 

・被保佐人の親族は、将来相続人となることから、定期的に所在確認をおこなっていますが、高

齢化等の理由から、連絡がとれない状態になっています。 

・被保佐人の直接支援をする機会が増えてきました。例えば、緊急入院時の荷物を整えること

や、入院時不足しているものを届けることなどがあります。関係機関との分担もできずに困ってい

ることが現状です。 

 
 
 
 
  
 
                    

勉強会 

   

  

 

②日常生活自立支援事業 

事業の概要 
判断能力が不十分な認知症高齢者、知的障害者、精神障害者、身体障害者の方が地域において自立した生活が送れる

よう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理の支援をおこないました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

契約件数 8（6）件 

認知症高齢者 4 件 

知的障害者 0 名 

精神障害者 2 名 

身体障害者 2 名 

専門員の訪問回数 102（92）回 

サービス提供回数 108（72）回 

契約締結審査会 日付 

 7/30、11/28、3/27 

※（）内は前年度実績 

・在宅生活が困難となり、施設やグループホームに入居する利用者が増えました。 

・「キャッシュカードを処分したくない」「１００万円以上の預金を、一つの口座で管理したい（口座を増やし

たくない）。」との理由から、利用につながらないことがありました。 

【事業の成果】 

いっしょが管轄する他の事業と合わせて、本事業に関する勉強会を開催し、市民や関係機関に向けて

周知しました（成年後見中核機関事業にて詳述）。 

【課題】 

引き続き、日常生活自立支援事業の制度理解を市民や支援者に対しおこなっていきます。 
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③生活福祉資金の貸付事業 

事業の概要 

低所得者、障害者または高齢者世帯に対し、資金の貸付と必要な相談支援をおこなうことにより、その経済的な自立

及び生活意欲の助長促進並びに在宅福祉及び社会参加の促進を図り、安定した生活を送ることができるようにすること

を目的とした制度です。実施主体は神奈川県社会福祉協議会で、三浦市社会福祉協議会は窓口業務をおこないました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

利用者数 64（87）名 

貸付件数 

 新規貸付 福祉資金 6（4）件 

 継続   福祉資金 22（12）件 

相談・問合せ  102（87）件 

※（）内は前年度実績 

・新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付を受けた方が、償還できずに、更なる貸付相

談を寄せるケースが複数ありました。 

・他にも「物価高騰に伴う支出の増加により、償還が難しくなった」との相談が増えました。 

・対象者でない方に、他の制度を紹介しても、理解を得られず暴言を吐かれ、相談が終了するこ

とがあります。 

・精神疾患等の理由から、公共交通機関を使って相談に来ることができない・書類を提出できな

いケースがあり、自宅を訪問しました。 

【事業の成果】 

制度を超えた支援が必要な方に対し、市子ども課や民生委員に協力を仰ぎ、連携して支援を

おこないました。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

④生活困窮者自立支援法事業 

事業の概要 
①自立相談支援事業②就労準備支援事業③家計改善支援事業④住居確保給付金⑤その他地域の実情に応じた生活困窮者の自

立の促進に資する事業⑥緊急支援物資給付事業を包括的に実施しました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

利用者人数 

 自立相談延べ 155（102）名 

 住居確保給付金 20（39）件 

 家計相談      2（2）名 

 就労準備相談   ３（2）名 

 学習支援事業   30（25）名 

緊急支援物資給付事業 62 回 

 

※（）内は前年度実績 

・本会事業や生活保護の対象にならない人の相談が多くありました。例えば、匿名かつ詳細がわからないため具

体的な解決に結びつけることができない人、収入はあるがそれ以上に浪費してしまうため生活保護の対象とな

らない人、借金を繰り返す人、年金を差し押さえられている人、家賃滞納により退去をせざるを得ない人、これ

らの問題を複数抱えている人等です。 

・「１人１回限定で支援をする」というルールで始めた物資の給付ですが、同じ人が何度も利用することが多いで

す。物価高騰、年金収入が少ない、借金により生活費が不足している等の理由から、年金支給日前に依頼が

入ることが多いです。一つのシェアハウスから、複数の人が利用するケースもあり、新規も増えました。 

【事業の成果】 

・市環境課、民間企業、フードバンク、市民からご寄付いただいた食料を、緊急支援物資給付事業に使用しまし

た。 

・学習支援を夏期８日間（7/24～8/2 ８日間）・冬期（12/25～1/7 ４日間）実施しました。 

・いっしょが管轄する他の事業と合わせて、本事業に関する勉強会を開催し、市民や関係機関に向けて周知し

ました（成年後見中核機関事業にて詳述）。 

 
 
 
 
  
 

 
12/20 勉強会 
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⑤成年後見中核機関事業 

  

事業の概要 

中核機関には①地域の権利擁護支援・成年後見制度利用促進機能の強化に向けて、全体構造の設計とその実現に向け

た進捗管理・コーディネート等をおこなう「司令塔機能」②地域における「協議会」を運営する「事務局機能」③地域

において「３つの検討・専門的判断」とは、支援過程において重要な判断を要する「支援方針」「候補者推薦」「モニタ

リング・バックアップ」について検討・判断し個別のチームを支援する仕組みを指します。そして国はその具体的な機

能として①広報機能②相談機能③成年後見制度利用促進機能④後見人支援機能を掲げています。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

1 相談者数 40（80）名 

相談件数 延べ 129（156）件 

 

2 コアメンバー会議 

7/30、11/28 

 

3 勉強会  

7/3 生活困窮世帯の後見制度を含

む支援方針について 36 名 

10/8 いざというときにあわてないた

めに成年後見制度・日常生活

自立支援事業を知ろう 11 名 

12/20 事例を通して考える高齢者の

SOS（権利擁護・成年後見制

度・生活困窮者自立支援法事

業） 35 名 

 

４ 終活支援に関する勉強会 

2/21、3/29 

 

※（）内は前年度実績 

２  

・中核機関運営事業における基本方針や事業計画などの重要事項を決定するため、識者で

構成する意思決定機関であるコアメンバー会議に、委員として司法書士が新たに加わり

ました。 

・識者により後見制度申立てありきではなく、他制度の利用等を含め、識者からの意見を

参考に支援ができました。 

・多職種が参画することで、法律の問題は弁護士や司法書士、障害については精神保健福

祉士など、専門家への相談体制ができました。 

・１月から、地域包括支援センター内のプロジェクトチームが中心となって本事業を実施

しています。 

・ケースワーカーの困りごとを解消するべく「高齢者緊急連絡先・身寄りの把握・意思決

定に関するフローチャート」を作成しました。今後市内居宅介護支援事業所等に周知し

ていきたい考えです。 

３ いっしょが管轄する他の事業と合わせて、成年後見事業に関する勉強会を開催し、市民

や関係機関に向けて周知しました。 

４  

・南足柄市社会福祉協議会あんしんセンターの平川恵理子氏を招き、役職員向けにアンカ

ーサポート（保証機能や死後事務）事業に関する勉強会を実施しました。 

・福井記念病院との共催で、横須賀市終活支援センターの北見万幸氏を招き、終活支援講

演会を実施しました。一般市民も含め 80 名を超える参加者が集まり、関心の高さを感じ

ました。 

【課題】 

・引き続き、三浦市に「成年後見制度利用促進基本計画」の策定を促していきたいです。 

・コアメンバーを中心にした協議会の設置を目指します。                                                                                                       

                             

 

 

 

 

  

 

7/3 研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/29 就活支援講演会 
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■介護保険事業拠点区分 

介護予防等デイサービス事業（それいけ！デイサービスセンター） 

事業の概要 

1 地域密着型通所介護・介護予防通所介護 
  介護保険法に基づき、定員 18 人以下のデイサービス事業を三浦市社会福祉協議会共生サービスセンター暖館におい  
 て実施しました。入浴や食事、リハビリ、レクリエーション等を提供し、ご利用者様が住み慣れた地域で日常生活を
送ることができるよう支援しました。 
2 共生型生活介護・共生型放課後等デイサービス 
  障害者総合支援法に基づき、障害のある方が自立した日常生活・社会生活を営むことができるよう支援します。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

1 地域密着型通所介護・介護予防通

所介護 

 

 

 

 

2 共生型生活介護・共生型放課後等

デイサービス 

 実施なし 

 

 6 年度 5 年度 

延利用者数 4,523 名 4,578 名 

1 日平均 17.67％ 17.96％ 

稼働日数 256 日 255 日 

稼働率 98.16％ 99.74％ 

1 地域密着型通所介護・介護予防通所介護 

【事業の成果】 

98.16%と高い稼働率を維持することができました。 

【前年度課題への対応結果】 

・法人内の研修に積極的に参加し、職員の介護技術向上、接遇強化などに努めました。

また、ミーティングを定期的に開催し、職員の連携強化を図りました。 

・土日営業の開設には至りませんでした。主な理由は、新たに採用した職員が定着しな

かったことです。 

・年度末に１名新規採用できたことにより、ゆとりをもって人員配置できるようになり

ました。そのため、実際の場面で先輩職員が介助をやって見せる職場内研修がしやす

くなりました。新規職員の定着を図るためにも、引き続き育成に力を入れていきま

す。 

【課題】 

・引き続き職場内研修や、ミーティングを継続し、新人職員も意見を出す機会を意識的

に設けることで、職員の育成と定着を図ります。 

・7 年度事業計画書に掲げているとおり、小規模多機能型居宅介護支援事業所へと業態

変更を実施していきます。これにより約半数の登録利用者が継続してサービスを利用

できなくなります。継続してサービスを利用できない利用者に関しては、他のサービ

スを紹介するなど丁寧に対応し、業態変更による不平不満を最小限にとどめたいで

す。 

 

2 共生型生活介護・共生型放課後等デイサービス 

高齢者デイサービスが定員に達しているため実施できておりません。 

 
 
 
 
 
 
 
 

ティータイム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

節分イベント 
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介護予防等デイサービス事業（どんどん！デイサービスセンター） 

事業の概要 

リハビリ特化型の短期集中介護予防デイサービス事業を実施しました。当デイサービスは、理学療法士が各個人の目

的に沿った個別メニューを作成し、リハビリテーションをおこなうことで要介護状態の改善とデイサービスからの卒業

を目指しています。併設の未病センターにおける定期的な身体計測や、社会福祉協議会として地域の拠点と連携するこ

とで地域包括ケアシステムの中での循環機能を果たしていくことを理念としています。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

 

 

 

 6 年度 5 年度 

延利用者数 7,876 名 8,437 名 

１日平均 32.5 名 34.9 名 

稼働日数 242.5 日 242 日 

稼働率 89.4％ 91.7％ 

６月に、事業形態を地域密着型通所介護に変更したことに伴い、１単位の定員が 19

から 18 名になりました。 

【事業の成果】 

・季節を感じる取り組みとして、笹に短冊を飾り、うちわ作りをおこないました。 

・新規利用者の獲得と稼働率向上に向けて、積極的に見学を受け入れ、欠席者には可

能な限り振り替えの利用を提案しました。 

 

【課題に対応した結果】 

・訓練メニューの見直し 

引き続き作業訓練の充実に取り組みました。上肢や手指の訓練と脳トレを同時にお

こなうプログラムやコグニサイズ体操を取り入れました。これまではただ黙々とお

こなう作業が多かったのですが、頭と身体を使うことで、戸惑いつつも思わず笑み

がこぼれる時間を過ごしていただきました。 

床上運動は「ほぐし（職員が体をさすり、筋肉の緊張をほぐす）」の時間を縮め、

体幹のバランス強化や筋力の維持向上を目的とした運動を増やしました。同じ時間

の中でも、効率的に身体機能の維持向上につながる工夫をしました。 

・可能な限り法人内研修に参加し、参加した職員から伝達研修をおこなうことで職員

の質の向上に努めました。 

 

【７年度の課題】 

・笑いが生まれる「憩いの場」を目指していきます。アンケート等で満足度を量って

いきたいです。 

・身体機能の低下により、当事業所にはない入浴を希望され他所に移っていくケース

が目立ってきました。また、入院等により長期間休まれる利用者も多く、稼働率が

低下した一因と考えます。新規利用者獲得のために、地域包括支援センターやケア

マネジャーに積極的に伝えていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

床上訓練の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業訓練の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

うちわ作りの様子 
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【その他】 

引き続き人材確保を課題視していますが、介助員、理学療法士の募集には、ほぼ反

響がないことが現状です。また、運転業務を主として職員を募集すると、他の業界

を定年退職した方が集まることが多いです。面接で業務を説明したり、業務を体験

すると「介助が伴うと思わなかった。」「毎日異なる送迎ルートを覚えることはでき

ない。」「こんなに狭い道は運転できない。」など、想定や経験とのギャップから、

採用に結びつかないことがありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

願いごとを書いた七夕飾り 
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介護予防等デイサービス事業（フレイルサポートセンター） 

事業の概要 

理学療法士が一人一人アセスメントしてリハビリメニューを作成、それをもとにリハビリテーションをおこなうこと

でフレイル予防と要介護状態の改善を目指しました。デイサービス機能の枠組みにとらわれず、地域住民が活用できる

社会福祉協議会の拠点として、地域包括ケアシステムの構築に寄与することを目指しました。 

高齢者の介護予防を目的とし運動器の機能向上や栄養改善等をおこなう「通所型サービス C」を実施しました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

１ デイサービス 

 6 年度 5 年度 

延利用者数 6,303 名 4,744 名 

１日平均 26.65 名 20.27 名 

稼働率 72.2％ 56.7％ 

稼働日数 243 日 230 日 

 

 

２ 通所型サービス C  

※5 年度は「それいけ！」における実績 

 
 

 ６年度 ５年度 

登録者数 2 名 9 名 

延利用人数 28 名 74 名 

修了人数 0 名 9 名 

１ デイサービス 

・５年２月に事業拡大のために移転し、約２年が経過しました。 

・介護保険の改正があり、その事務作業の量が多く、難航しました。 

【事業の成果】 

・卒業生を２名出すことができました。 

・学習支援事業の場の提供をおこないました。その他に、地域包括支援セン

ターによるイベントの場の提供を予定していましたが、講師都合により中

止となりました。 

【前年度課題への対応結果】 

・地域包括支援センターや居宅介護支援事業所と連携を図り、登録人数、稼

働率を上げることができました。利用者の口コミから新規利用につながっ

たケースも数多くありました。 

・職員補充により、送迎の便を増やすことができ、効率化につながりまし

た。 

【課題】 

・6 年度後半は、稼働率が伸び悩みました。利用者の長期休みが多くなり、新

規利用者が増えなくなってきたと感じています。ケアマネジャーから情報

を収集し、新規利用者の獲得に一層注力します。 

・地域福祉の活動拠点の役割を十分に果たせたとはいえない状況です。ボラ

ンティアセンターや地域包括支援センターと連携して、地域のボランティ

アと一緒に利用者が参加・交流できるイベントをおこなっていきたいと考

えです。 

２ 通所型サービス C 

６年度より開催拠点をそれいけ！からフレイルサポートセンターに移転し

実施しました。 

事業効率は良くなく、対象者も限定的ですが、制度の隙間にこぼれてしま

う市民を１人でも減らすことや、サービスを通して身体状況を改善につなげ

ること、地域の未病サロンや介護保険サービスの利用につなげることなどの

メリットがあり、引き続き運営していきたい考えです。 

 
 
 
 
 

 

デイサービスの様子 

 

 
 
 
 
 
 

 

通所型サービス C 
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【前年度課題への対応結果】 

事業内容のパンフレットを作成し、関係機関にお知らせしました。結果、2

名の新規利用者があり、利用継続しています。 

【課題】 

引き続き地域包括支援センターと事業の意義を共有し、利用につなげたい

です。                                                    
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小規模多機能型居宅介護事業（小規模多機能型居宅介護事業所「はつらつ」） 

事業の概要 

三浦市社会福祉協議会安心館において、介護保険法に基づき実施している小規模多機能型居宅介護事業は、デイサービ

スの利用者が訪問サービスやショートステイといったサービスを包括的に利用できるサービスです。29名を定員とし、小規

模できめ細かいサービスを提供しました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

 6 年度 5 年度 

延利用者数 320 名 246 名 

１日平均 17.9 名 15.7 名 

稼働日数 365 日 365 日 

稼働率 83％ 82％ 

 

 

 

7月より、登録定員を25名から29名に変更しました。 

【事業の成果】 

・レクリエーションは、利用者の嗜好に合わせ、創作活動や季節感を大

切におこないました。 

・外出プログラムを実施しました。これによって、利用者の意欲向上に

つながったものと思われます。 

・人材育成について、個別の技術指導を重視し、スキルアップに努めま

した。実際の業務を通して、経験に基づいたノウハウや知識を効果的

に学ぶことができるよう、教育担当を決めました。新人1人に教育担当

1人がつく体制にしました。教育担当職員にとっても、業務の目的や介

護技術を改めて学ぶ機会となりました。 

・定期的に居宅介護支援事業所や病院を訪問し、利用者確保に努めまし

た。 

【前年度課題への対応結果】 

・職員のスキルアップのために、感染や虐待、身体拘束などの職場内研

修を開催しました。また、介護職員初任者研修を1名終了しました。 

・ミーティングを通して、職員間で利用者の情報共有に努めました。 

【課題】 

・定員の増加に伴い、スケジュールや実施方法の変更を随時おこなって

いるところです。設備や職員の数に変更はないことから、一例を挙げる

と、入浴に時間や人手がさらに掛かるようになりました。効率よく、満

足して入浴していただけるように、職員配置や行程に工夫が必要です。 

・利用者の安定的な確保のため、引き続き居宅介護支援事業所、病院へ

の周知に注力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みんなでお花見を楽しみました 

 

 

 

 

 

 

 

バレンタインイベント 
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小規模多機能型居宅介護事業（看護小規模多機能型居宅介護事業所「ゆごころ」） 

事業の概要 

三浦市社会福祉協議会安心館において、介護保険法に基づき実施している看護小規模多機能型居宅介護事業所は、住

み慣れた地域社会、住まいにおいて、在宅療養を余儀なくされた当該者の支援を目的に「看護」と「介護」を一体的に

提供しました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

 

 

 

 6 年度 5 年度 

延利用者数 281 名 197 名 

１日平均 23.4 名 24.6 名 

稼働日数 365 日 244 日 

稼働率 93％ 94％ 

利用者の傾向として、医療依存度が高くなっています。それに伴

い介護度も上がっており、介護度３～５の利用者が全体の 60％を占

めています。 

 

【事業の成果】 

・通所や訪問など、利用者のニーズに沿った個別サービスを提供し

ました。 

・レクリエーションは計画的に実施できており、特に調理レクは大

変喜ばれています。満足度調査において高評価をいただきまし

た。 

・感染対策を徹底したことで感染症の拡大を防ぐことができまし

た。 

 

【前年度課題への対応結果】 

・研修やミーティングを充実させることで情報共有や知識・技術を

深めることができています。感染や虐待、身体拘束などの研修を

実施しました。 

 

【課題】 

・通所のフロア内に職員の目が行き届かないことで、利用者の安全

確保が困難になる、利用者を退屈させてしまうなど、サービス提

供に問題が生じています。職員の配置の見直しや、業務の効率化

図ります。 

・２月の運営指導をもとに、マニュアル等の整備を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリスマスツリー飾り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調理レク アメリカンドッグ作り 

 

 



43 

 

小規模多機能型居宅介護事業（訪問看護ステーション「ぽかぽか」） 

事業の概要 
看護師がお宅に訪問して、その方の病気や障害に応じた看護をおこないます。健康状態の悪化防止や、回復に向けて

支援しました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

 

6 年 9 月～7 年 3 月まで 

 

介護保険利用者  計 126 回 

医療保険利用者  計 31 回 

 

看取り・エンゼルケア 1 件 

検視対応  1 件 

 6 年度 年度 

延利用者数 49 名 名 

１日平均 2.6 名 名 

稼働日数 126 日  

【事業の成果】 

・9 月から本格的に稼働を開始しました。9 月の登録利用者は 3 名

でしたが、徐々に登録が増え、3 月には 13 名になりました。１

日 5～6 件の訪問を実施しています。 

・居宅介護支援事業所や病院へ定期的に営業をおこないました。

その結果、法人外の居宅介護支援事業所や大学病院から直接依

頼がくるようになりました。 

・訪問看護に必要な知識や技術などを習得するため、外部研修に

参加してスキルアップに努めました。また他の訪問看護ステー

ションから情報を収集し、業務に活かしました。 

・毎月のミーティングや日々のミニカンファレンスを実施し、情

報共有しました。 

・亡くなった方のエンゼルケアをおこないました。体をきれいに

する、本人の希望した洋服を着せる、ひげや髪の毛を整える、

肌を整えるなど、故人の遺志を尊重した支援ができました。 

【課題】 

・引き続き居宅介護支援事業所や病院との連携強化をおこない、

新規獲得に努めます。 

・引き続き、訪問看護に必要な法定研修を定期的に実施するとと

もに、外部研修にも参加し、知識向上に努めます。 

・ゆごころとぽかぽかの訪問看護について業務整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問看護師 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ミニカンファレンス 
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■障害児者自立支援事業拠点区分 

障害者就労支援事業（就労支援センター「どんまい」） 

事業の概要 
障害者総合支援法に基づき一般企業に雇用されることが困難で雇用契約に基づく就労が困難な方に対して、就労の

機会や生産活動の機会を提供しました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

 

 

 6 年度 5 年度 

延利用者数 2,768 名 2,057 名 

１日平均 11.3 名 7.3 名 

稼働日数 244 日 281 日 

稼働率 57％ 37％ 

【事業の成果】 

・１１月から、三浦市立病院の売店に弁当や総菜を毎日納品する仕事

を始めました。 

・３月から身体・精神の健康維持増進を図るために、小網代の森の散

策プログラムを始めました。「散策した日は、帰宅後とても機嫌が良

い」「身体が軽く感じる」等、利用者本人やご家族から大変好評を得

ています。 

・外部からの委託事業として、引き続き倉庫の清掃作業をおこなって

います。 

・工賃を上げることができました。 

【前年度課題への対応結果】 

・新規利用者が４名増えました。関係者や保護者との会話の中から、

新規利用につながりそうなケースを見出すよう心掛けました。 

・弁当の販路拡大に伴って新しい作業が増えました。 

・新しい訓練メニューを増やすべく、何度か外部委託事業にも挑戦し

ました。結果、安定した作業量がない、ノルマを達成することが困

難、安価な人手を求めている、利用者のスキルや希望と折り合わな

い等、様々な委託元があることと、マッチングの難しさがわかりま

した。 

【課題】 

サービス管理責任者研修を受けるなど、職員の専門性向上に努めま

す。また、事業所内でもミニ研修を適宜実施し、利用者の身体・精神

の健康増進に努めていきたいです。 
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障害者デイサービス事業（障害者リハビリデイサービス「ゆずリハ」）  

事業の概要 

 障害者総合支援法に基づき、創作活動やアクティビティ（サークル活動）、社会適応訓練や身体状況に応じたリハビ

リ、入浴等のデイサービスを提供し、楽しめるデイサービスを目指しています。利用者のニーズに寄り添い地域生活を

豊かにしていただけるよう支援しました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

 

 

 

 6 年度 5 年度 

延利用者数 2,941 名 3,154 名 

１日平均 9.58 名 10.31 名 

稼働日数 307 日 306 日 

稼働率 56.38％ 60.6％ 

【事業の成果】 

・HUG くみを卒業した 3 名の新規利用について、HUG くみ職員に

よる当該利用者の特性に関する伝達研修を何度も実施すること

で、理解を深めることができました。 

・ワイン蜜蝋付け作業の業務委託を受け、400 本納品しました。 

・生産活動として新しい作品にチャレンジし、キーホルダー、ミ

サンガ、リース、アロマキャンドルを作りました。 

・障害児者余暇支援事業に慣れ親しんだ HUG くみ卒業生が増えて

きたこともあり、セッション（ダンス）に毎回参加する流れが

できました。 

・それいけ！や HUG くみとの交流として、敬老会やクリスマス会

を開催しました。ゆずリハとそれいけの利用者が将棋を指すな

ど、日常的な世代間交流もおこないました。 

・市内の飲食店で昼食を食べる外出訓練を 4 回実施し、34 名の参

加がありました。 

 

【前年度課題への対応結果】 

・暖館全体で、人材確保の一環として、離職防止に努めました。

管理職による定期的な職員面談をおこないました。 

・職員採用や人事異動により、ゆとりをもって人員配置できるよ

うになりました。そのため、実際の場面で先輩職員が介助をや

って見せる職場内研修がしやすくなりました。新規職員の定着

を図るためにも、引き続き育成に力を入れていきます。 

・事例検討会等の法人内研修や、三浦市自立支援協議会等の外部
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研修に参加し、職員のスキルアップに努めました。定時ミーテ

ィングで日々の気付きの共有や、職員間の利用者対応の統一化

などを図りました。 

・利用者アンケートの結果を受け、外出を伴う社会適応訓練を増

やしました。利用者のニーズに適切に対応するよう心掛けまし

た。 

【課題】 

・市内に障害者関連施設が増え、利用者獲得が難しくなってきて

います。これまで以上に相談支援事業所、支援学校等への周知

を図りたいです。 

・引き続き離職防止のために、管理職による定期的な職員面談を

おこないます。 
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児童デイサービス事業（児童発達支援事業所「HUG くみ」） 

事業の概要 

 放課後等デイサービス事業とは児童福祉法に基づいて実施する発達支援事業と放課後等デイサービスの総称で、これ

を共生サービスセンター暖館において実施しました。学校・家庭とは異なる第三の「居場所」として障害のある子供た

ちの成長を支援するよう心掛けました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

 

 

※５領域とは 

「健康・生活」「運動・感覚」「認

知・行動」「言語・コミュニケー

ション」「人間関係・社会性」 

 6 年度 5 年度 

延利用者数 5,041 名 5,047 名 

１日平均 17.26 名 17.28 名 

稼働日数 292 日 292 日 

稼働率 86.3％ 86.4％ 

【事業の成果】 

・5 領域（※）との関連性を明確にした、事業所における支援の実施に

関する計画を作成しました。 

・城ケ島ピクニック、運動会や、縁日・ハロウィン・節分といった季

節毎のイベントを月に 1 回実施しました。 

・保護者面談の実施回数を増やし、保護者や利用者のニーズの把握に

努めました。また、面談時は相談支援事業所職員にも同席してもら

い、情報共有を図っています。 

・12 月と 3 月、リビエラシーボニアマリーナ様のご厚意により「海洋

アカデミー」に参加しました。シーカヤックとクルージング体験に

加え、シーグラスや貝殻を使用した写真立て作りをしました。きょ

うだい児・保護者の参加も得ています。 

・障害児者余暇支援事業のセッション（ダンス）、皆で海に親しむ会、

乗馬訓練会「かっぽの会」に参加しました。 

・暖館全体で、人材確保の一環として、離職防止に努めました。管理

職による定期的な職員面談をおこないました。 

【前年度課題への対応結果】 

・相談支援事業所、行政、児童相談所等の関係機関と定期的に連絡を

とり、利用者の情報共有をおこないました。 

・複数の選択肢がある中で「選ばれる事業所」になるために、活動の

充実を図りました。一例として「カレンダーを使用した活動の見え

る化」「定期的なおやつイベント」「ダンス活動」を実施しました。

また、月例ミーティングを通して、事務業務の効率化・簡易化・簡

略化・共通化に取り組み、職員の誰もが質の高いサービスを提供で
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きるよう努めました。 

【課題】 

稼働率 90％を目指します。各関係機関に HUG くみのいいところ（集

団における世代間交流、余暇支援の体験ができること）を十分に伝

え、新規利用者の獲得を目指します。また、活動内容をさらに充実さ

せ、質の高いサービスを提供していきます。 
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■公益事業拠点区分 

未病センター運営事業 

事業の概要 

三浦市社会福祉協議会は神奈川県が提唱する未病改善の取り組みが、地域包括ケアシステムを構築するための土台

づくりになると考え、安心館・暖館・どんどん！内に「未病を治すかながわ宣言」に基づく神奈川県の認証施設「三

浦市社協未病センター」を設置しています。身近な場所で「未病を改善」する取り組みとして、当法人では認証外事

業として「出張未病センター」も各所で開催しました。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

体組成計計測実績 

未病ウォーク 

 

 ６年度 ５年度 

登録人数 887 名 833 名 

一般利用者 0 名 5 名 

サロン測定 400 名 851 名 

利用者測定 376 名 131 名 

職員測定 519 名 751 名 

 

日程 タイトル 参加

人数 

4/25 剣崎灯台と岩礁の道 16 名 

5/31 三浦海岸～金田漁港 

までの遺跡を歩く 

中止 

10/2 古代・中世・近代と

歴史を刻む三戸の地

を巡る 

15 名 

11/25 平安の伝承をめぐる 中止 

1/30 三浦半島南部に広が

る田園ウォーク 

7 名 

2/25 ソレイユの丘と荒崎

海岸 

中止 

 

【事業の成果・前年度課題への対応結果】 

１ 未病センターの福祉・健康教育の場として活用 

・「出張未病センター」における体組成計測・骨密度測定・健康相談を

継続しました。新たに開設された地域サロンもあり、登録人数は増加

しました。 

・三浦市の委託を受け「三浦市地域リハビリテーション推進事業」を実

施しました。法人の理学療法士が要望のあったサロンに出向き、リハ

ビリ講座と運動指導を計6回実施しました。 

・法人内事業の利用者や職員の計測も継続しており、健康経営の推進に

寄与しています。 

２ 未病センターへの市民参加や健康無関心層への啓発 

・未病ウォークは、夏季の気温上昇を考慮して 6～9 月の実施を控えまし

た。 

・タウンニュースが三浦版から横須賀・三浦版へと広域化により、毎回

確実なお知らせの掲載が難しくなったこと、また参加者の高齢化に伴

い、集合場所までの移動が負担になったことなどから参加者が少なく

なっています。 

【課題】 

未病ウォークは利用減少が見られました。周知方法を変更するなどし

て、未病啓発活動の一つとして継続したいです。 
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CHO 構想推進事業 

事業の概要 

CHO 構想とは、健康経営を進め、企業の労働生産性向上、健康満足度、医療コスト削減といった経営指標を調和的に

改善することにより、企業全体のパフォーマンスを向上し、その結果として企業の経営価値向上に資する取り組みで

す。 

事業実績 特記事項 活動の様子 

タニタ健康プログラムとウィリズム

に関する研修会 7/11 20 名 

 

CHO 表彰 

  ウィリズム表彰   1 名 

  タニタ活動量計表彰 1 名 

・活動量計の定着、ウィリズム（職員のモチベーションマネジメ

ントシステム）活用の意識づけと実行を目途に、5 年度に引き

続き研修会を実施しました。実際に職員が活動量計、ウィリズ

ムのアプリを操作するとともに、当法人が進めるＣＨＯ構想の

説明を改めておこないました。 

・しかしながらウィリズムに関しては習慣化や活性につなげるこ

とができず、6 年度をもって終了することとしました。 

・体力向上・健康の保持増進を図るため、各事業所で日々のラジ

オ体操を継続しました。 
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■収益事業拠点区分 

安心館貸館事業 

事業の概要 
三浦市社会福祉協議会安心館の一部を民間の介護保険事業者に賃貸し、その収益を全額地域福祉推進事業に還元しまし

た。 

事業実績 特記事項 

賃貸施設 

・三浦市社会福祉協議会安心館２階

フロア 

・別棟 A（全館） 

・別棟 B（全館） 

 

安心館の一部を賃貸しているわけ

ですが、用途は介護保険事業のう

ち、グループホームを経営すること

に限って賃貸しています。収益を全

額地域福祉事業に還元する定款上の

「収益事業」を実施しました。 

木村貿易有限会社との賃貸借契約は、先方からの申出により 3 月 31 日をもって解約となりました。 

また、株式会社日本アメニティライフ協会からグループホーム運営のため安心館施設の賃貸借契約の申し出がありまし

た。7 年 4 月 1 日より別棟 A について、定期借家契約で賃貸借契約を結びました。 
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